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政府間・多元主義的政策評価の方法論
??ブルターニュ州グリーン・ツーリズム政策の事例から??
中 西 一
１．はじめに
今日評価論の潮流には様々なものがあり，代表的には，「第４世代」まで数
えられている。すなわち，実験主義に依拠する第１世代，フィールドワーク
などを動員し政策プロセス・セオリーに注目する第２世代，反体制派評価を
志向する第３世代，以上全ての潮流を統合しようとする「第４世代評価」で
ある（田辺（1998））。日本では，Guba&Lincoln (1989)の「第４世代評価」
(Fourth Generation Evaluation）よりも，パットンの「利用志向評価」
（Utilization-focused Evaluation)の議論 (Patton(1997))がより知られて
いるかもしれない。その問題意識は，評価者が全力を投入した評価が実際の
政策に活用されない現実を踏まえ，評価が利用されるためには政策担当者や
幅広い利害関係者の評価プロセスへの参加が重要となるという視点である。
「ステークホルダー評価」や「参加的評価」（三好・田中（2001））などという
表現も同じ潮流にあるといえる。
日本では実験計画法的枠組みが成り立たなければ業績測定，このような選
択肢が一般的な評価のやり方だと思われている?(斉藤（1999），龍・佐々木
（2000）)。日本でたとえ第４世代評価などの議論が行われていても，それは例
外的な抽象論だと思われるかもしれない。ところがフランスではこの非主流
派がむしろ主流派となる。フランスで「多元主義的評価」と呼ばれている実
務も，この ?第４世代評価?と同じ範疇にある。筆者がこの手法に関心を
持ったのは，政府間関係の研究をきっかけとしている。すなわち異なる階層
にある政府の間での，政策をめぐる協調行動への貢献を目指す「政府間政策
評価??が，まさにこの「多元主義的評価」の一種として運用されているので
ある?。
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本論文の課題は，フランスにおける政府間評価，ないし多元主義評価の基
本的なメカニズムを日本の読者に紹介しようとするものである。フランスの
評価論を取り巻く論壇において支配的な位置をしめているのは公共政策系の
政治学者の議論?であるが，ここではむしろ具体的な評価案件に注目するこ
とで，理念的な議論を超えて，フランス型評価の実際の機能と効用を見定め
ようとしている。本論文は，政府間・多元主義的評価の代表事例として，ブ
ルターニュ州農村観光開発（グリーン・ツーリズム）政策の評価をとる。フ
ランス型評価を「例解」するために用いられるこの事例の検討を行う前に，
当該事例とあともう一件の多元主義的評価案件の検討?を踏まえた上で抽出
された，フランス型多元主義評価の基本メカニズムを説明し，本論文に対す
る理解への助けとしたい。
２．多元主義的評価における二重の多元主義
フランスにおいても，アメリカなど諸外国の政策評価の中で最も早くから
現れた象徴的な手法が，実験計画法に代表されるような実験主義的手法であ
ることはよく知られている。しかしながら同様に実験主義が様々な，しばし
ば成り立ちがたい仮定?の上に成り立つモデルであることもよく知られてお
り，端的に言えば，フランスにおいては実験主義手法に批判的な論調の方が
支配的である。
多元主義的評価の枠組みの中では，実験主義手法において当然視されてい
たことの多くが変わってくる。第１に，単一の「評価者」というものは成り
立ちえなくなる。多くの場合，多元主義評価では評価手法自体が多元的であ
り，複数の評価者に評価を発注することが一般的である。それぞれの評価者
は，しばしば得意とする手法が異なり，異なる手法により行われた評価を集
めて，総合的な評価報告書を作成することになる。第２に，評価発注元が多
様な利害関係者を含む一つの組織となり，評価者と綿密な対話を行いながら
評価を進めていくなど，評価プロセスの中に参加する形となる。抽象的には，
この種の組織をしばしば「多元主義的評価機関」と呼んでいる。したがって，
多元主義的評価では，評価者・評価手法の多元主義と，異なる利害関係者た
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ちを集め対話を促進しながら評価を行っていくという意味での多元主義の，
二重の意味での多元主義が活用されていることがわかる。
３．多元主義的評価を担う４つの組織
フランスの多元主義評価においては，評価者の複数化と多元主義的評価機
関の組織を通じて，従来型の評価とは異なる複雑な制度となる。より具体的
には，基本的に４つの「組織」が多元主義評価を支えているといえる。その
図１ 多元主義的評価における二重の多元主義
図２ フランス多元主義評価における制度的枠組みの基本パターン
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骨子は，「多元主義的評価機関」が，公式に評価案件の提案と報告書の認定を
行う次元，評価の方法論に対して介入し報告書のメタ評価を行う次元，評価
の進行管理をつかさどり政策実施現場の声を反映する次元の三つに分かれて
いることにある。
まず第１に，「多元主義」が，「政府間」を意味しようと，「省庁間」を意味
しようと，複数の省庁や政府の代表が評価制度を運営する，正式な意味での
多元主義的評価機関がある。この多元主義評価機関は，「省庁間」評価であれ
ば，各省庁から上がってくる評価案件の候補から評価案件を採択し，評価に
関する基本的な要請を行うための組織となる。ブルターニュ州の「政府間」
政策評価においては，①の制度的評価機関については，州議会議長と，国の
出先機関の長の間で設立された「州公共政策評価委員会」がそれにあたる。
第２に，フランスの評価制度で最も重要な役割を果たすのが，「評価学術機
関」である。この名称は，おそらく評価の専門家を含み，評価の基本的な仕
様を定めるところからきていると思われるが，同時に省庁や複数政府の実務
官僚を含んでいる。つまり「評価論」としての厳密性を確保する場であると
同時に，実質的な利害調整を行う場でもある。重要なのは，評価の基本部分
はここでデザインされるということである。評価の「仕様書」が定められた
上で，実際の評価は複数の評価者に向けて競争入札への応募を求めるという
形になる。評価報告書が提出されると，評価学術機関はこれに対する「メタ
評価」を行い，「答申」とした上で，親機関である制度的評価機関（①）の方
に送る。このようなやり方で，フランスの評価の重要な原則である「厳密性」
と「独立性」を確保している。ブルターニュ州の評価学術機関「評価学術委
員会」も，州や国の職員・官僚と，様々な分野の大学教員を含んでいる。国
の「省庁間評価」の場合も，「評価学術審議会」(CSE:Conseil Scientifique
 
de l’Evaluation)が実質的に国の評価制度を動かしていた機関であった。
第３に，評価者については，異なる手法をそれぞれ代表する複数の評価者
が選ばれる傾向があり，それぞれのパーツを総合して全体の総括報告書が作
られる形となる。数量的評価と非数量的評価をバランスよく含んでいるのが
フランスでよく見られる評価のあり方である。ブルターニュ州農村観光開発
（グリーン・ツーリズム）政策の評価では，評価は三つのパーツに分かれてい
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る。第１部が資金配分と政策効果の統計分析，第２部が受益者・非受益者へ
のアンケート調査，第３部が政策実施組織へのヒアリングである。第１部は
応用経済学，第３部は政治学系公共政策学の大学院生により担われている。
第２部は観光領域を専門とするコンサルティング会社によるアンケート調査
である。第１部と第３部には大学院生が動員されているが，これは相対的に
初期の評価案件（92―93）であることと，地方であることが背景にあると思
われ，通常はコンサルティング会社の領域となる。
最後に④の評価モニタリング組織についてであるが，一方では現場の政府
職員や地域住民の声を反映させ，情報を収集しながら，評価に役立たせ，評
価を軌道修正していくと同時に，他方では現場レベルでの利害関係者の間の
合意形成に役立たせるねらいがある。ブルターニュ州の政策評価制度でも評
価案件ごとに結成されており，「農村観光」では国の地方総合出先機関⑵，州
╱県レベルの観光行政⑵，州政府⑵，市町村間の広域組合等により構成され
る政策実施機関「ペイ??⑵，評価学術委員会のメンバー⑵の合計10名から構成
されている。例えば数量編においても，評価モニタリング組織を通じて「現
場」の意見が（絞り込んだヒアリングの対象となる）標本の選択に影響を与
えた様子が描かれているが，これなどもモニタリング組織が提供する現場の
情報を評価に活用した一例である。
４．フランス型評価の評価手法
４?１ 定量╱定性評価，あるいはインパクト╱プロセス評価
フランスで実践される多元主義評価は，多くの場合，定量評価＋定性評価，
あるいはインパクト評価＋プロセス╱セオリー評価など方法論上のミックス
になっている。
プログラム評価の手法は，業績測定を除けば，一般に，インパクト評価，
プロセス評価，セオリー評価の三つに区分されているようだが (龍・佐々木
(2000))，フランスではインパクト評価とプロセス評価の二分法が一般的に用
いられているようだ (Gibert(1989))。しかしながら Gibertによる「プロセス
評価」の説明を読むと，インパクト発現までの因果関係をしめす「理論」の
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検証ということであって，その実体はむしろセオリー評価であることがわか
る。一般にフランスでは，プロセス評価とセオリー評価が混同されている印
象があるが，混交しているとも言える。例えば，Peyrefitte (1998)の論じる
「プロセス評価」は，「組織論的視点」（つまり部分最適と全体最適の一致が問
題となるのは，組織も社会も同じである）から，利害関係者の行動原理と相
互の絡み合いを明らかにする必要があり，このことを政策のデザインから執
行までのプロセスを追いかけるプロセス評価を通じて行おうとする。事実上
セオリー評価とも重なり合うこととなる。
ともあれ，フランス多元主義評価における数量的評価の性質については，
少なくとも実験主義的手法を用いて政策に効果があったかなかったかを「証
明」することは重視されていない。むしろ多変量解析などを用いて，今後の
政策運営において何に気をつけたらよいかを「発見」するということが重視
されているように思われる。政策のインパクトを厳密に証明することは不可
能だし，またそのような証明はコストをかけて行う評価のメリットとしては
不十分だという認識があるものと思われる。
他方で，プロセス╱セオリー評価の方では，ヒアリングを用いて政策の「因
果関係」を明らかにするのが本来の姿であるように思われるが，実際には，
上記のような概念上の混乱を反映してか，ヒアリングによって政策の質的イ
ンパクトが問題にされている面があるように思われた。もう一つの視点は，
図３ 多元主義評価における実証主義の意味の転換
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政策の成果が現場の政府職員や，地域社会の利害関係者達の協力に依存する
ため，彼らの管理態勢と協力の姿勢を評価するという意味での「インプリメ
ンテーション評価」，これがプロセス評価の名の下でしばしば行われているも
のであるように思われた。ここでも主としてヒアリングが政策評価手法の中
心となる?。
?農村観光開発政策評価」の場合，第１部が定量評価編，第３部がヒアリン
グによる定性評価編で，「インプリメンテーション評価」としての性格が強い
部分である。両者の中間に位置する第２部は主としてアンケート調査に依拠
する部分で，政策の質的インパクトを探ろうとするものである。
４?２ メタ評価
評価学術機関の大きな特徴は，評価者により執筆された報告書に対し，メ
タ評価を行うことである。実務的な評価者（コンサルタント等）によって行
われた評価報告書に対し，評価論自体を専門とする大学教員を含む評価学術
表１ ブルターニュ州農村観光開発政策評価の調査項目
第１部の調査項目
・当該補助事業の全体像を統計的に明らかにすること
・政策の効果をできうる限りで示すこと
・統計的手法から第２部の調査の対象となる三つのペイを標本として選び出すこと
第２部の調査項目（第１部で選んだ３ペイに対し…）
・受益者へのアンケートで補助の投資に与える影響，収益性，雇用，その他（歴史遺産
保存など）に与える影響を尋ねる。
・非受益者へのヒアリングは今後の事業計画や関心について尋ねる政策マーケティング。
・「第三者」へのヒアリングは議員・首長，商店主，建設業者，ホテルなどに地域に与え
る一般的経済社会効果を尋ねる。またパートナーシップの問題も窺える。
・ヒアリング・アンケートともに具体的提言を集めるところがあり，レストランへの補
助，ペイ名の入った商品開発などの提言があった。
第３部の調査項目（全ペイの事務局と，責任者（首長・議員）への自由形式のヒアリング)
・ペイ組織運営と国，自治体，事業者間の連携
・市場調査や宣伝の態勢
・観光サービス商品開発，建設プロジェクト作成へのペイ組織による支援態勢
・地域おこしや催事に関し，非営利団体などと協力して取り組むこと
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機関が，調査の技術論（統計学や社会調査法）を超えて，評価のあり方とし
て評価案件が妥当であるかどうかを問う。評価の専門家自身が評価者でなく
評価学術機関の方に回ることで，「独立性」（評価者は組織と別）と「厳密性」
（評価者による評価をさらにチェックする）を確保しようとしている様子が窺
える。
「産業転換政策」評価学術審議会（Conseil Elonomique et Social(1994)）
によるメタ評価
・政策固有の効果を環境要因から分離することには成功せず。評価学術
審議会は元来この可能性に慎重であるが，IREQ（評価者＝コンサルタ
ント会社）は「冒険」を行った。
・数量的評価の結果に対し人々に反応を聞くというやり方は客観性を欠
く。逆にヒアリングの裏を数量評価でとるべき。
・ヒアリング相手のリストを公表していないが，産業寄りの答えは，尋
ねた相手の偏り？
・多元主義的評価モニタリング機関の組織を評価者に委ねたが行われず。
「有用性」に疑問。
・より包括的ヒアリングが行われるべきだが，予算制約のため不可能と
思われる。
５．政府間政策評価としてのブルターニュ州グリーン・ツー
リズム政策評価
５?１ 政府間政策評価の概念
?政府間政策評価」は Rieper & Toulemonde(1997)によって有名になっ
た概念であり，「ある評価が政府間評価となるのは，二つのレベルの政府が，
評価プロセスの少なくとも一段階において相互に働きかけあう場合である。
ここで言う評価プロセスとは，評価することを決定する段階から始まって，
評価結果を活用する段階まで至るプロセスを言う。」（p 2）という定義が与え
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られている。政府間評価の重要性は，世界的に政府間プロジェクトの活用が
増えてきていて，その管理運営や協力態勢の構築に多くの困難が待ち受けて
いることに背景を持つ。同書は政府間プロジェクトの増加の例として，合衆
国における「マーブル・ケーキ」といわれる実情，多くの政策が連邦＝州に
より協同で行われるドイツの状況，地方分権により生まれた地方政府が法的
に分担を明示された業務を超えて「乗合」で政策に絡み，これに EU地域政
策まで重なり合うフランスの状況，国の政策が自治体と絡んで相互依存関係
が深化してきた北欧の状況などをあげている。
同書は，政府間政策評価が行われねばならない理由として，マネジメント・
モデル，社会的学習モデル，政治的モデルという，三つの政府間評価の目的
（妥当性モデル）を上げている。いずれの場合にしても，多様な源泉から得ら
れる情報の標準化の問題，社会的学習の基盤となる社会の共通認識の有無，
政治的コンフリクトの可能性など，政府間評価は多くの問題に直面する。
にもかかわらず，同書は政府間評価が，政府間の相互の働きかけがさらに
深まる方向で発展していくべきだというポジションをとっている。しかしな
がら同時に，濃密な政府間の相互作用というのは現実にはまだまだ少ないこ
とも認めている。
そのような中でフランスの事例というのは，世界の政府間評価（同書では
政府間評価が確立していない合衆国の状況を含めて紹介しているが）の中で
も特筆すべき位置にあるといえる。というのは，同書によれば，政府間の相
互の働きかけについて諸外国の状況を類型化するとき，①双方向の（プロジェ
クト別）相互作用，②上位政府が大きな方向付けをしながらの相互作用（合
衆国等），③単一の協議の場における経常的相互作用（ドイツや北欧）の三つ
に区分でき，フランスの国＝州計画契約は EU地域政策とともに①の類型に
近い稀な例であるからである。そして，特定プロジェクトと特定評価を結び
つける点で，①の類型はごく自然な形で政府間評価を受け入れる環境を形作
りやすいようにも思われる。
５?２ フランス国＝州計画契約の評価
1982年のフランス地方分権化はそれまで事実上国の行政区画のひとつに過
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ぎなかった県と州を，選挙により選ばれた議会により構成される地方自治体
とし，従来から地方自治の基盤であった市町村とともに，以来三層制の地方
制度を構成している。分権化時点では，県に福祉，州に地域開発と職業研修
など，法的に特定の役割区分を規定していたが，地方自治の原則から言って
自らの権限を自ら選びとることができる以上，同じ事業に複数の政府レベル
が重複して関与することを妨げ得なかった。したがってフランスでは，州や
広域市町村圏を基盤として，複数の重層的プロジェクトが錯綜しており，
「国＝州契約計画」はそのうちの典型的なものとなっている。
さらにフランスの場合には，EUとの関連がある。すなわち，市町村，県，
州，国が共同出資する地域開発プロジェクトなどに，「欧州構造基金」と呼ば
れる，地域開発基金等の一連の資金が相乗りすることが一般的に行われてい
る。たとえば第３次国＝州計画契約（1994―1998）の場合，費用負担は EU436
億 F，フランス政府800億 F，州720億 F，県・市町村等220億 Fという状況で
ある。
欧州構造基金は，欧州地域開発基金など，各種基金の寄せ集めであるが，
「構造基金」の名で統合的に管理されてきた。欧州資金は最近まで５つの目標
に分けて分配されていたが，このうち地域政策に関係するのは目標１，目標
２，目標5bである。目標５は農業政策にかかわるものだが，5aの方が，伝
統的な農産物価格支持に関するものであり，5bが地域政策としての「農村政
策」にかかわるものである。目標２は，産業再転換地域に関するものであり，
伝統的な重化学工業地域で現在衰退地域となっているところがいくつか指定
を受けている。目標１は，構造的低開発地域（国）である。EU拡大に伴い，
この目標指定の制度は改革を受けており?，これと同時にフランスへの補助金
はいずれ減っていく予定となっている。とりあえず80年代後半から90年代に
かけては，中央政府の補助金引き揚げ傾向と並行して，EU地域政策の資金投
下が大幅に増えていた時期にあたり，これと並行して，国＝州計画契約も，
中央政府の中期計画よりは，EU地域政策の中期政策にリンクするものに変
質していった経緯がある。
フランスの国＝州計画契約における評価の特徴は，計画契約段階で，プロ
グラムの進め方とともに，評価の方法も事前に定めることである。それだけ
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でなく，両政府が評価に対して支払いを行うため出資するが，これも「予算」
（というより計画）のように事前に計上されるのである。1993年12月９日通達
は，計画契約の中に評価手続について定めるよう義務付け，第３次計画契約
以来実施に移されている。評価財源は国の財政負担の10000分の６として定め
られている。これは州によって150万 Fないし300万 Fとなる。
しかしながらフランスの州レベルにおける評価の台頭はこのような制度化
以前のものである。それが始まった時期は国の評価制度が始まった1990年前
後と同時期であり，それ以後件数として多くはないが，ブルターニュ州の場
合には，10年間で10本程度のペースで評価が行われてきている。しばしばブ
ルターニュ州やローヌ・アルプ州（州都リヨン）が先駆的自治体として取り
扱われており，Fontaine&Warin (2001)においても，そのような取り扱い
を受けている。
５?３ ブルターニュ州グリーン・ツーリズム政策評価
ブルターニュ州「農村観光」（グリーン・ツーリズム）政策は，1984年以
来，1984―1988，および1989―1993国＝州計画契約の中で実施された。ブル
ターニュ州中央部は産業からも観光からも見放された過疎化の進む地域で，
州・国・EUによる重複した補助政策の対象となっている。ここでは農業者が
観光業に転換することを期待し，農村地域を支援する政策が対象にとりあげ
られている。典型的には，農家の敷地内にある歴史的建造物を民宿に転換す
るなどであり，「グリーン・ツーリズム」という表現にも当てはまる政策内容
となっている（フランスではこの表現はあまり使われないが）。この政策を，
農村広域市町村圏一部事務組合や非営利団体として行われる「ペイ」という
組織を単位として行っており，「ペイ」組織の運営態勢なども評価の対象とな
る。小規模市町村の多いフランスでは，自治体が単独でなく協同で事務を行
うことを誘導する傾向があるが，この政策も，補助金をてこに広域的政策を
推進させようとするものである。「ペイ」とは田舎，国，といった意味であ
り，農村地域で伝統的にひとまとまりに?えられる地域をさしているが，観
光目的で無理にひとまとまりにした地域も含まれている。
当該評価案件は国＝州計画契約関連評価を担うブルターニュ州公共政策評
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価委員会によりとりあげられたものだが，評価対象は州・国・EUの政策の全
てである。国と州にとって重要だったのは，農村地域観光業振興政策の成果，
効果，実施条件を知ることであり，その政策の欧州資金（目標5b）受給資格
地域指定への影響を知ることで，その政策の内容を改善し，次の計画契約準
備をにらんでその優先順位を変えていくことであった。わかりやすく言うな
らば，EU地域政策の受益者として政策の正当性を証明すると同時に，今後の
補助金申請についての作戦を練るために企てられた評価だということになる。
ここで当該政策の公式目標を再確認しておく。
「農村観光開発政策」の政策目的
・経済活動の多様化に貢献すること
・地域主体のプロフェッショナリズムを強化すること
・観光サービスの近代化を，品質（向上）政策，接客の改善，レジャー
施設の建設と宿泊施設の近代化を通じて行うこと
・政策管理システム，モニタリングシステム導入を推進すること
・観光サービスの商品化を促進すること
最初の目標が，農業者の観光業への転換という政策の最終目標を示すもの
だとするならば，それ以外の目標はその最終目標のための手段だといえる。
これら諸手段を大別するならば，ハード投資とソフト投資に分けられる。政
策の当初の構想では，ハード投資のみに偏らず，むしろソフト投資を重視し
た政策を進めたいということであった。
実際には，第１部数量編の財政統計部分で示されているように，９割方ハー
ド投資に補助が用いられている。かつハード投資も，地域全体の宿泊施設の
質・量ともに改善をもたらしたケースと，そうでないケースが指摘されてい
る。総括報告書においても，概してハード投資は，必ずしも雇用を増やした
とはいえないが，宿泊施設の質的側面を改善させた一方で，ソフト投資の側
面で大きな課題が残る旨指摘されている。
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６．地域政策評価としての意義：政策提言機能とインプリメ
ンテーション評価
６?１ 政策提言機能
フランス型評価では，評価学術機関が仕様書に，基本的な評価デザインを
盛り込んでいる。しかし決まっているのは予算と評価目的であって，評価手
法まで固められているものではない。この他，評価者は評価報告書を踏まえ
た具体的な政策提言を行っているようであり，評価者が政策提言を行うこと
自体は評価目的に必ずしも明記されていないが，評価者が示すべき付加価値
の一つとして広く認識されているように思われた。
農村観光開発政策における政策提言は，①政策目標の明確化と数値化，②
補助決定の際に研修などプロフェッショナリズム強化の取り組みに参加する
ことを条件とすること，③幅広い協力態勢を強化するために非物的投資を優
先すること，④地域内外への情報提供を強化することなどであった。
このような政策提言は，評価者自身が評価を踏まえて行うものだが，評価
の過程で一般市民の提言を拾い集めることもできる。農村観光開発評価第２
部は，アンケートやヒアリングで３標本ペイの政策効果を探ることを課題と
していたが，同時にそこには具体的提言を集めるところがあり，そのうち非
受益者に対するヒアリングでは，貸し自転車制度の導入，プールや乗馬セン
ターの建設，標識をよりわかりやすいものとすること，夏の間以外にも商店
は営業しているべきだなどの提案があり，地域の一般的利害関係者へのヒア
リングでは，宿泊施設だけでなくレストランなどへも補助したほうがよいと
いう提言，観光目的の区画整理，あるいはペイ名の入った「ブランド」商品
開発を促進するべきだなどの提言があった。
ともかく，ここで重要と思われるのは，政策評価が費用のかかる行為であ
ることを?慮に入れれば，一般に評価に対して?えられているような，特定
の政策に効果があったかなかったかの検証などということは，あまり人々の
関心を引くことではなく，効率的な資金の使い方でもないということである。
既にある仮説を確認するよりも，政策の鍵となる要因を新たに「発見」した
り，政策の具体的な提言をしたりなど，評価が「これからの」アクションの
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ために有用であることを示さないと普及は難しいと思われるが，当該評価案
件は，そういったことを?えさせるきっかけを与えてくれる事例の一つでは
ある。
６?２ インプリメンテーション評価
フランス型多元主義的評価の特徴は数量的評価と非数量的評価の両方を組
み合わせている点にある。後者の手法は主としてヒアリングを活用したもの
であり，政策の質的インパクトの評価を行おうとするか，ないしは政策プロ
セスの評価を意図しており，プロセス評価として位置付けられる場合は，事
実上「インプリメンテーション評価」としての性格が強いものとなっている。
?インプリメンテーション」とは，プレスマンとウィルダフスキーが，かつ
て，「ワシントンにおける大きな期待がいかにオークランドで打ち消されるの
か」という皮肉な副題のついた著書 (Pressman&Wildavsky (1984))を世
に問うたように，上のレベルで計画された政策が，実際にはその実施レベル
で，組織の機能不全や様々な利害関係者の間の綱引きを通じて，歪曲される
ことを示唆したものである。また，「インプリメンテーション・ゲーム」(Bar-
dach (1977))で有名なバーダックが示したように，インプリメンテーショ
ンには，政策に必要な諸要素を集めて組み立てていく側面と，利害関係者の
間の相互作用の側面があり，インプリメンテーションにおいてはとりわけ後
者の「ゲーム」の側面が重要であり，また困難な問題をもたらす主たる要因
となっていることを示した。
?インプリメンテーション」はフランス公共政策学の世界でも非常に重視さ
れている。その背景には，インプリメンテーション・「ゲーム」の側面がフラ
ンスで以前より有力なアプローチであった組織社会学派 (Michel Crozier
の学派)の視点と呼応していることがある。一般に，「インプリメンテーショ
ン」という言葉は，単に「実施」とか「政策実施」と訳すだけではその意味
を汲みとり得ない特殊な概念であり，含意はいかに計画後のプロセスや，トッ
プより下のレベルの影響力が計画時の政策の中身を打ち消してしまうほど強
力であり，また重要であるのかを示唆したものである。例えばクロジエの有
名な事例研究には，タバコ公社の機械メンテナンス工が，地位的に上にある
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管理者に対して支配的な影響力を持つ姿が描かれている。この流れを汲む公
共政策学者 Jean-Claude Thoenigらは，インプリメンテーション論を「トッ
プ・ダウン・アプローチ」の単純な図式を克服するものとして位置付けてい
る(Me?ny&Thoenig (1989))。政策の目的とは独立に存在する利害関係者の
行動原理とその絡み合いを分析することなしに政策を分析，評価することは
できず，この「インプリメンテーション」の側面にフランス公共政策論はそ
のエネルギーの多くを割いているといえる。さらに，国家がコントロールす
ることが難しい利害関係者間の複雑な相互作用の結節点として政策が形作ら
れるという視点 (Muller& Surel (1998))は，組織社会学派とともにフラン
ス公共政策学を二分する多元主義派??においては，現状認識であると同時に，
そのようであるべきという理念ともなる。インプリメンテーションには組織
内部の問題と，組織の外部，あるいは組織間や，幅広い利害関係者の間の関
係，「ネットワーク」が重要となる場合があるが，後者の側面において多元主
義派の主張は「政策ネットワーク」や「ガバナンス」の問題としても意識さ
れ，イギリスの潮流とも重なり合ってくる。
ブルターニュ州グリーン・ツーリズム政策評価の案件では，その第３部が
ヒアリングを主とした評価の部分に相当するが，組織内部の評価に焦点を当
てる側面と，むしろ利害関係者の間の関係に焦点を当てる側面の二つが含ま
れ，後者はパートナーシップの質自体を評価の対象としている点に特徴があ
る。同様に，第２部のヒアリング部分にも地域の関係者の間の連携を評価す
る部分がある。
・ペイ組織の運営と利害関係者間の連携
ペイ組織は，広域連合や一部事務組合などの市町村間組織として形成され
る場合と，非営利団体のような形で形成される場合があり，事業者や非営利
組織は後者の場合のみ経営に携わるが，関係者の実質的な参加は法的形態に
必ずしも依存しない。また実質的な運営は「技術アシスタント?（事務局に相
当）に委ねられており，予算がどれだけ充当されているかが，実質的に彼ら
がどれだけ動けるかを規定している面もある。
多様な19のペイを一概に述べることはできないが，うまくいっている所で
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は，「観光開発戦略が各ペイの状況にあわせて注意深く策定されている。ペイ
の活動は中長期計画を含む詳細な計画の下に行われ，ただ観光に関わる以外
は何の共通性もない活動をばらばらに行っているだけではない。」（第３部結
論）という状況が見られる。現実には，事業者や非営利団体，議員の関心や
参加がほとんどなかったり，市町村の負担金負担が滞っていたり，あるいは
予算がほとんどあてがわれず形式的な枠組みにとどまっているところもある。
地域関係者の「パートナーシップ評価」の側面では，市町村間の連携，県
や州の組織との関係，ペイ組織間の関係，地域関係者の動員などについてヒ
アリングが行われている。例えばペイ組織と地域の非営利団体との関係でい
えば，非営利団体が催事を立ち上げる際にペイ組織がその事務的サポートを
引き受け，場合によっては金銭的補助を行うことがある。あるいはペイ組織
自体が催事を企画し，これに地域の非営利団体が支援を行うこともある。
なお評価第２部のアンケート調査編にもヒアリング部分が含まれており，
その中に地域の関係者の間の連携を問う項目がある。そこでは概して，新規
一部事務組合。最近では人件費の割合が急増、ソフト事業経費の割合も急増、支出と収
入における利子の割合も高かったのが急減（65→38％、64→25％）。設立の目的は宿泊施
設の大量建設にあった。議員、事業者、非営利組織の参加はあるが、十分ではない。10
年間その地位にいる組合の長個人の影響力が強い。観光情報網の構築には時間も金もな
いと判断し着手せず。ペイを構成する３郡の観光パンフレットが並行して存在し続ける
など、「ペイ」戦略が不徹底。名称の変更はこれを克服するためにあった。「釣り」観光
の大失敗以来観光サービス商品化から撤退。宿泊施設建設への資金融資は後に問題を起
こし、以後戦略を転換してコンサルティングや書類作成など間接的補助に限定するよう
になる。
Pays du ROI MORVAN (前 Pays du Pourlet et de la Cornouaille Morbihannaise)
非営利団体。人件費がペイ中最も高く、逆に宣伝等ソフト事業経費が最も少ない。補助
金は少なく、観光サービス営業手数料などの雑収入で収入の半分をまかなっている。事
業者の参加度は高いが、非営利組織の参加は少ない。宣伝文書作成は時間が足りず断念、
観光情報網には事業者が情報を積極的に出さない。近年観光サービスの商品化に非常に
力を入れている。当初の目的だった宿泊施設建設は一段落した。音楽祭は大成功だった
が、市の補助が切れ継続せず。
Pays de FOUGERES
表２ 評価第３部におけるペイの事例
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事業者（民宿や B&Bなどの所有者）は行政組織や各種の関係者と積極的に連
携しようとしているが，伝統的な事業者（ホテル業や地場のレストラン）は
きわめて消極的である旨が述べられている。それどころか彼らは農村観光開
発政策に反対の姿勢をとることがしばしばで，観光資源としてはこれらの関
係者を含めて地域全体で意味をなすことを?慮に入れれば，このような人た
ちへの呼びかけをいかに工夫するかが課題として上がっていた。
・マーケティング等の業務分析
評価第３部はペイ組織の具体的な機能を尋ねる側面もあり，既に述べたソ
フト投資の側面で言えば，地域住民・利害関係者や観光客への情報提供や宣
伝，市場調査，観光ツアーの企画などの商品開発機能にペイ組織がどれだけ
関与しているか，事業者が行う接客サービスの向上をどれだけサポートして
いるかなどである。ハード投資においては，投資プロジェクト立ち上げや補
助金申請に事務的なサポートをいかに行っているかなどがチェックされてい
る。
今日地域政策においては，かつてのようなインフラ整備が自動的に経済社
会的効果をもたらす時代ではなく，地域振興の鍵とみなされる，地域社会の
様々な関係者の間の連携が強く叫ばれている。このような背景の下で，地域
の連携自体を評価の対象とするということは重要なことである。政策が「ネッ
トワーク」を通じて実現されることを重視する近年の政策論の成果を踏まえ
ており，他の評価手法には見出しにくい，多元主義評価の大きな特徴といっ
てよい。
７．政策評価の有用性のために
日本でも「政策評価」は盛んに議論されるようになったとはいえ，大半は
地方自治体の経常的内部評価システムとしての「行政評価」であり，欧米で
はむしろマネジメント・システムとして認識されているものである。外部の
評価者による特定案件の評価としての「評価」(Evaluation)は，開発援助関
連を除くといまだ普及していないのが現状である。この種の評価は当然有償
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で，政策評価のための予算がつけられ，あるいは評価を含む政策それ自体に，
とりわけ計画段階から，評価への予算が含まれるはずである。古くから「評
価者」の業界まで確立しているアメリカの状況に比べればフランスは大きく
立ち遅れており，90年代前半は大学の研究室なども関与していたが，90年代
後半は評価のための予算も拡大し，コンサルタント等により行われる評価が
普及しつつある。今後，日本でも外部の専門家による有償評価が定着するこ
とを望むし，都市部では職業人としての評価者集団が形成されるべきだと?
える。他方でブルターニュ州の案件に見られたとおり，地方では大学の役割
も大きいと思われる。
日本において，とりわけ国内地域政策レベルにおいて外部評価者による評
価を普及させていく上で課題となるのは，やはりその有用性であると思われ
る。政策評価が，政策に効果があったかなかったかを事後的に確認するに過
ぎないものであれば，評価に多額の予算を費やすほどの有用性は見出しにく
い。まず第１に，政策の効果をめぐって人々の間に深刻な対立が生じている
ものを評価によって裁定するということは，実際には不可能であり，異なる
仮設に基づく新たな反論，反対評価を生み出すのみである。第２に，既に予
想されている仮説を確認するにとどまらず，評価を通じて事実や仮説の新た
な発見・創造がもたらされるのでなければ評価の付加価値は見出しにくい。
第３に，事後評価にとどまらず，具体的な政策提言を含むものでなければ市
民は有用性を見出しえない。この点で当該評価案件が，評価者による政策提
言は言うまでもなく，あるいは現地の利害関係者から具体的な政策提言まで
拾い上げているのは注目に値する。評価固有の役割ではないという議論もあ
りうるかもしれないが，評価の社会的役割という視点からは，より広義の評
価理解が求められるところである。
これに対して，多元主義評価がその最大の看板としてきた合意形成機能と
いうのは，現実には容易なことではない。州レベルの評価より，利害対立の
深刻な中央省庁レベルの評価に批判が集中していることからもわかるとおり，
多元主義的評価はあらゆる状況に適用できるものではなく，その効果には過
大な期待を抱きすぎてはならない。重要なのは，利害調整の必要性があるが，
それほど深刻ではないものからひとつずつ実績を重ね，少しずつ難易度の高
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いものに挑戦していくことであろう。案件の着手は「評価可能性評価」を通
した上で，より現実的なスタンスで行われるべきである??。
そのような意味で，どのような案件がこのような評価に向いているかとい
う点が重要となろう。当該評価案件が示唆するのは，多元主義的評価は日本
でよく問題になるような，環境問題などを引き起こしうるようなインフラ整
備の是非についてではなく，補助金にノウハウ提供や地域社会における連携
の確立などの絡む，「広義」の地域開発政策に可能性があるということであ
る。おそらくは地域停滞の根が深く，なかなか解決策が見出しにくいような
領域に，評価者によって新たな発見が与えられるといったことが期待される
と思われる。同時に地域の様々な立場にある人たちの間の関係が地域振興を
暗礁に乗り上げさせているとき，そして問題の深刻さゆえにそのことが十分
に自覚されている場合に，多元主義的評価が一定の役割を果たしうる可能性
がある。
ブルターニュ州農村観光開発政策評価報告書をよく読めば，実践的な側面
から見ると評価の対象はマーケティングと組織だということがよくわかる。
すなわち地域の産品を売っていくとすれば，どのようなものが求められてい
るか，あるいは補助制度への理解はどの程度かという「政策」マーケティン
グが一方の課題となる。他方の「組織」は政策実施担当組織の評価という意
味と，地域社会のネットワークの評価という意味の二つがある。観光などと
いうサービスは，事業者単体ではなく，地域全体で物を売っていく側面があ
るからである。連携の問題はそこから生じる。したがって，多元主義やイン
プリメンテーションなどという課題は，単なる抽象論ではなく，このような
実践的課題と密接に関わっていることがわかる。そのような「有用な」評価
を模索していくとき，数量的手法であろうと非数量的手法であろうと，役に
立つものはすべて動員されるべきだという結論になるのである。
（注)
１ プログラム評価を行う場合，政策固有の効果と環境要因を区分しなければならない。
そのためには政策対象者と非対称者を分け，しかも両者が地域，年齢，性別などで偏り
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がなく，ランダムに選ばれた標本でなければならない。その上で政策投入の事前，事後
を比較し，政策効果があるか否かをテストするのが常道である。しかしデータの入手可
能性の問題からこれら多くの前提が成り立たず，とりあえず経年でデータを取っていき，
政策に役立たせる他はないという態度が生じる。単なるデータの測定を意味する「業績
測定」が，このような形で簡略化された政策評価として位置づけられているのが近年の
議論の傾向である。
２ Rieper& Toulemonde (1997)により，広く知られるようになった概念。
３ フランスにおけるもう一つの評価の柱が中央政府における「省庁間政策評価」であっ
て，これも歩調をあわせることの困難な，異なる組織の間の協調を目的の一つとし，さ
らに政策効果を高めるために有効な，受益者等さまざまな利害関係者集団の間の協調を
も目指すものである。
４ その状況については，とりわけ Smith (1999)が参?になる。
５ 日本評価学会第４回全国大会報告「欧州産業転換地域の政策評価」
６ 政策の対象者と非対象者を区別でき，かつ全く同じ方法で測定された，事前のデータ
と事後のデータが存在すること。標本は恣意的に選ばれたのでなく，ランダムに選ばれ
たものであること。政策目標は事前に明確化され，予期されない波及効果は無視できる
ほど影響が小さいことなどである。
７ ?ペイ」(pays)とは地方，田舎を意味するフランス語で，英語の“country”と同じく
「国」という意味でも用いる。「地理的，文化的，経済的，社会的に同質性を持った，生
活圏ないし雇用圏」(2003年７月２日「都市計画・住宅」法 no.2003-290)として定義さ
れている。３万６千の市町村を抱えるフランスの地域において，核となる都市を中心に
地域開発を目的とする結集を図る点に主眼がある。現在358の「ペイ」があり (Fouche?
(2006))，国土の80％，人口の46％を占めている（フランスの県の数は100，人口は5900
万人であるから，日本の１/４程度の規模の県をさらに４分割した程度の規模となる）。
ちなみに都市部では同様の組織を作る際には「都市圏」(agglome?ration)が構成され
る。「ペイ」は農村部に限られる。
８ 日本では開発援助評価のロジカル・フレームワークのような機械論的シェーマが好ま
れるが，フランスでは自由形式のヒアリングが好まれる傾向がある。
９ アジェンダ2000（2000-2006）以降は新目標１：低開発地域，新目標２：旧目標２や目
標 5 b，新目標３：人材開発政策となっている。
10 フランス公共政策学の主たる潮流については Smith(1999)参照。
11 ブルターニュ州公共政策評価委員会事務局担当の方が，このような，段階的で，慎重
な姿勢で評価が運用されてきたことを述べていたのを記憶している。
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Dupuis,J.et al. (1998),L’Évaluation des Politiques Publiques Locales,Editions de la
《Lettre du cadre territorial》.
Fontaine,J.& Ph.Warin (2001),“Evaluation in France,a component of territorial
 
public action”,Public Administration,79(2),361-381.
Fouche?,A. (2006),Quel avenir du pays?,Rapport d’information n°430 (2005-2006),
fait au nom de la de?le?gation a?l’ame?nagement du territoire,de?pose?au Se?nat le 28
 
juin 2006.
Gibert,P. (1989),“L’analyse de politique”,Revue d’Économie Politique,99(2),355-392.
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